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１．序 論
韓国が日本の植民地支配から解放されてから，
もう半世紀が過ぎた。解放後20余年間両国は多
くの紆余曲折を経ながらも1965年韓日国交正常
化をなしとげた。これを契機に両国は頻繁な人
的・物的交流を行ってきた。
しかし国交正常化以後も一定期間学問におけ
る日本関連研究は，ほとんど停滞状態に止まっ
ていたといっても過言ではない。その理由はい
ろいろあるであろうが，大きく次の二つほどを
挙げることができるであろう。
一つは当時の社会的雰囲気が日本を研究でき
る状況ではなかった。日本に対する根深い不信
感で日本を研究すること自体が，即親日派と罵
倒されたためである。即ち60年代当時だけとっ
ても大部分の韓国国民は日本政府側が植民地支
配に対し率直に反省しないまま国交を樹立しよ
うとするのに反対した。
しかしながら当時の朴政権は正統性の不安を
経済開発で代えるために無理に日本と国交を結
んだ。そうすると国民はかえって日本に対して
一層良くない感情を持つようになった。
もう一つは結局，上のような社会的雰囲気に
よって解放後から国交正常化まで，ほとんど20
年間直接日本を研究する日本関連学科がほとん
ど開設されず1)，当然学問後続世代もまともに
育たなかったという点である。
したがって，この時期は植民地時代に日本語
を母国語として学んだ世代が社会の主役として
活躍することになった。
また，この時期は「日本語が分かれば日本が
分かる」という雰囲気であったため第２外国語
程度に日本語を学んだ，いわゆる戦後世代は寄
る辺が無かった。同時に，このような雰囲気で
は日本を学問の対象とした体系的な研究は，な
おさら不可能なことであった。
このような影響により日本関連研究は立ち後
れるばかりであった。
これらの研究が少しずつ定着してきたのは70
年代中・後半に入ってから始まり，本格的に研
究され始めたのは，やはり80年代に入ってから
韓国で植民地時代を経験しない，いわゆる戦後
世代が日本留学に行き始めた時期と見ることが
できる。
以後90年代に入ると80年代に留学した世代が
帰国するようになり，今や本格的な日本研究ブ
ームが起こるようになった。したがって厳密な
意味で見るとするなら日本研究はやっと初めの
段階に過ぎず，新たな21世紀を向かえた今から
本格的な研究が始まったと言っても過言ではな
いであろう。
本稿では現在まで韓国での日本関連研究が時
代的にどのように変化してきたか，その現況を
正確に診断した後，これを基にして，21世紀が
始まる現時点で日本学関連の研究が今後どのよ
うな方向に進むべきであるのかの展望も試みる。
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1) 1961年，韓国外国語大学が日語科を，翌年，国
際大学（現西京大学）が日語日文学科を新設した
のはとても異例なことであった。その後60年代に
はもはや日本関連学科の新設はなかった。
これは当時の社会的雰囲気をよく語ってくれるも
のであると言える。
このような展望を基礎に日本は現在の留学生
政策に一つの指針になることができ，韓国人留
学生や日本関連研究者は自らの進路を決めるの
に役立つと思われる。
そして，このような研究を通して日本学の各
分野別に関連研究者の分布も知ることができる
ようになり，各専攻分野別に適正な需給になり
得るガイドの役割も担うことができるであろう
と考える。
したがって日本学分野の研究者の分布図と論
文の内容等が，各時代別にどのように変化して
きたかを巨視的に調べてみることにする。
このような先行研究はさほど多い方ではない
が日本学の各分野別に紹介したものがあるが2)，
断片的なものに過ぎない。
したがってこのようなものを総合的に整理し
て，分析することももちろん，延いては最近ま
での成果を加え分析してみることにする。
ただ，ここでは大きく二つの部類に分けて日
本関連研究の現況を調べてみることにする。す
なわち日本関連研究者の出身分布を見ると大き
く二つに分けられる。
第１は日本関連学科を卒業した後，日本に留
学し，自分の専攻分野を選択した場合である。
この場合大部分，主に語学や文学を専攻するこ
とになる。
第２は，日本関連学科出身ではない者が日本
に留学した場合である。
これらは国内で政治学，経済学，社会学，歴
史学等を専攻したが，日本に渡り日本の政治や
経済，社会や歴史等を専攻した者たちである。
これらの数が初期にはさほど多くはなかった
が留学１世代と言うことができ，これらの影響
でその弟子たちが80年代中盤以後日本に留学す
る場合が多くなった。したがって本稿では主に
前者の日本関連学科の変化を通じて日本関連研
究の現況を詳しく言及する予定であるが，後者
の日本関連学科出身ではない研究者の変化も簡
略にではあるが触れるなら，概略的にでも日本
学全般にわたる現況を把握できると思われる。
２．日本関連学科の現況と展望
１）語文学中心の日本語文学科
まず韓国における日本学研究は語文学中心で
出発し，日本における韓国学は植民地経営のた
めの背景のため歴史学から出発して歴史学に大
きい比重を置いているという指摘のように3)，
韓国での日本関連学科は語文学を中心にして出
発した。
即ち韓国最初に新設された韓国外国語大学の
日本語学科を4)初めとして日語日文学科5)，日
語教育科6)，日本学科7)等多様な名称で呼ばれ
ている。
しかし，これら日本関連学科を大きく二つに
分けると語文学中心の日本語学科，もしくは日
語日文学科と日本の政治と経済，社会と歴史等
を綜合的に勉強する日本学科に分けることがで
きるであろう。
まず日本関連学科の名称と設置年度を，表を
見ながら具体的に調べてみることにする。
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3) 崔吉城「韓国日本学の問題」『日本学報』６集，
慶尚大日本文化研究，1999年。
4) 語学を主に勉強するため日本語科としたが，こ
こに観光がつき観光日語科等もある。
5) 日語日文学科もかなり多い方であり，主に語学
と文学を半々程度で教えている。
6) 日語教育学科は主に日本語教師養成を目的とし
て教育学部に設置された学科であるが，現在はほ
とんど語文学学部所属の日語日文学科に変った。
7) 日本を全般的に研究する学科であり，現在引き
続き増加している。初期にはこの学科出身者も日
本語教員資格証を授与されていたが，今は受領で
きないので一部の大学は前に「日語」を入れ「日
語日本学科」としている。
2) 代表的なものとしてはソウル大学国際地域院日
本資料センターで発刊したシリーズで，韓国にお
ける日本研究を整理している｡「韓国の日本研究
の動向と展望」(政治学分野，経済経営分野，歴
史学分野『韓国の日本研究』1999年,「現代韓国
政治学の日本研究」｢韓国における経済・経営 日
本研究」｢日本社会研究の動向」｢韓国の日本史研
究動向」『韓国の日本研究』2000年,「韓国の日本
関連学科の現況と実態」『韓国の日本研究』2001
年。一方歴史学分野では日本史関連論文を時代別
に整理した呂博東「韓国における日本史研究」
『日本学年報』２，日本研究会，1989年，李炳魯
「韓国歴史学における日本史研究動向―主に’８
・90年代を中心に－」『日本学年報』９，日本研
究学会，2000年等がある。
学科名称の変化を調べてみると，その当時の
社会がどのような日本関連の人材を必要として
いたかを語ってくれるであろうし，また設置年
度を分析してみると，その時代に日本を知って
いる人材がどの位必要とされていたかが分かる
からである。
表１で，現在韓国の４年制大学で日本関連学
科は約100余であり，約20余程度を除くと大部
分80年代以後出来た学科であることが分かる。
それほど日本関連学科の歴史が短いということ
を語ってくれている。いま少し具体的に調べて
みると表１8)で分かるように，まだ日本と国交
が成立する前の60年代にはたった二つの大学だ
けが日本関連学科を設置している9)。ここには
前に言及したように植民地時代に日本語を母国
語として学んだ世代がまだ健在であり，社会的
雰囲気が日本語を公式的に勉強できる状況では
なかったためである。
ところが65年韓日国交が正常化して，韓日間
の経済協力等の交流が次第に活発化し始める70
年代に入ると状況は少しずつ変り始めた。日本
関連学科の設置も少しずつ増え始めたが，表１
で分かるように，70年代だけで６新設されるほ
ど，とりわけ日語教育学科の設置が目に付く。
これは1973年に高等学校の教育課程に第２外国
語として日本語が含まれるや，日本語を受講す
る学生数の増加に伴う日本語教師養成のためで
あった。
それとともに70年代に入ってから日本語学科
は一つに過ぎなかったのに反し12の日語日文学
科が新設されたことも注目すべき点である。こ
のように日本語関連学科が大幅に増えることに
なったのは，日本の植民地時代に日本語を勉強
した世代が70年代に入るようになると徐々に一
線を退くようになり，その席を埋める需要も増
えるようになったためである。また日本語学科
というと語学中心に認識されるため，文学を含
むという意味から日語日文学科として新設した
場合が多かったと見受けられる。
表１を見ると，80年代に入ってから，もう一
度日本関連学科の新設が起こるようになる。日
語日文学科が22，日本語学科が５などで，やは
り語文学関連学科が圧倒的に多く新設されてい
ることが分かる。このような現象は当時の大学
入試と密接な関連があると見受けられる。すな
わち81年から大学本試験を廃止して予備試験の
成績だけで大学に入学することが出来，あわせ
て卒業定員制の実施で30％をさらに選抜したた
め入学定員がほとんど倍に増えることになった。
上記のような理由で日本関連学科も続いて新
設されるようになったが80年代当時日本語に対
する需要も次第に増加した。まず70年代の韓国
は高度成長期を迎え資本と技術を日本に依存す
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8) 表１はウオン ジヨン「韓国の日本語教育」『韓
国の日本研究』ソウル大国際地域院資料室，2001
年の表１と『韓国の日本語教育実態』韓国日語日
文学会，1999年の表６等を参照して再構成した。
9) 1961年に韓国外国語大学で日本語科を，翌年の
62年当時の国際大学でたとえ夜間とは言え日語日
文学科を新設したのは，相当鼓舞的なことであっ
た。
設立年度
日語
日文
日本語 日本学
日語
教育
日 語
日本科
観光日
語通訳
観光
日語
日本語
情報
合 計
60年代 1 1 2
70年代 12 1 1 6 20
80年代 22 5 1 1 2 31
90年―94年 5 4 2 11
96年―99年 6 12 12 3 1 1 1 36
合 計 46 23 16 7 5 1 1 1 100
表１ 日本関連学科の名称と設置年度
るようになり，当然日本語が分かる人材が必要
であった。それとともに今まで植民地時代に日
本語を母国語として学んだ世代がほとんど第一
線から退いたのに伴い需要は一層増えるように
なった。
ただ，70年代にたくさん新設された日語教育
学科の代わりに日語日文学科の増設が目に付く。
80年代には政府が教育学部の定員を縮小させ
始めたので教育学部所属の日語教育学科は新設
が困難だった。代わりに語文学学部の日語日文
学科が新設され，ここでも日本語教師資格証を
与えたため，わざわざ教育学部の日語教育学科
に行かなくとも高校の日本語教師資格証を取得
できた。
このようにしておおよそ80年代初と中葉に日
本関連学科を卒業した人々がほとんど現在高校
の日本語教師として在職している。
表１を見ると90年代に入ってからもう一度日
本関連学科の新設が活発になっていることが分
かる。
つまり日本語科や日語日文学科がほとんど20
近く新設されている。その内容を見ると95年以
後日語日文学科は６の新設に過ぎなかった反面
日本語学科は12にもなるという事実である。つ
まり今まで引き続き強勢を示してきた日語日文
学科は次第に減少しているという点である。こ
れは結局後述するように学部制の施行で学生た
ちが文学を難しく，面倒な科目と認識して次第
に講義を忌避するに至り，したがって学科名を
日本語科にする大学が増えるようになってきた
のである。
そして表１で見られるもう一つの注目すべき
点はいわゆる地域学を勉強する日本学科が90年
以後ほとんど20近く新設されているという点で
ある。これは後述するように日本関連研究が１
段成長していることを見せてくれるものである
と言えよう。
次に日本語を受講している学生数を見てみる
ことにする。表２10)で分かるように４年制大学
日本関連学科で日本語を専攻している学生は98
年現在約１万６千余名であるが，その後，学部
制実施で日本学関連専攻者数ははるかに増え，
現在２万余名と推算される。90年代後半から学
部制が導入されて，所謂人気ある英語英文学科
を初めとする日本関連学科は定員の30％程度を
多く受け入れているためである。ここに教養等
の第２外国語で日本語を学んでいる学生数を含
ませるとしたなら少なく見積もっても20余万名
ははるかに上回るであろう。
一方表２を見ると，専門大学（日本の短期大
学．訳註）でも日本語関連学科は依然人気があ
る。むしろ英語よりも競争力がある。英語が出
来ない学生が日本語を専攻として選択するため
である。全国に約160余校の専門大学があるが，
そのうち日本関連学科を置くところが40余校で
ある。また，日本語科を置かなかったとしても
日本語と観光経営，ホテル経営等の科目と学科
を系列化して学生たち自らの選択によって日本
語を学ぶようにしている学科が設置されている
ところも20余校ある。したがって，ここで学ぶ
日本語専攻者だけを取ってみても約14,000余名
に至り，第２外国語として学ぶ学生の数も５万
余名にもなる。結局４年制と２年制大学を合わ
せて日本語を勉強している学生数が30万を超え
ている。一方個人的に私設の外国語塾で日本語
を学んでいる学生数を加えるとしたらこの数字
は，はるかに多いであろう。
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10) 『韓国の日本語教育の実態』韓国日語日文学会，
1999年掲載表６等を参考にして再構成した。
表２ 日本語関連科目受講学生数
４年制 ２年生 高 校
専 攻 学 生 16,000余名 14,000余名
第２外国語 150,000余名 50,000余名 700,000余名
合 計 166,000余名 64,000余名 700,000余名
参考に上記日本関連学科に在職している教授
現況を整理すると表３11)のとおりである。表で
分かるように，４年制大学に98年現在94校の大
学100余学科に約450余名が在職している。教養
担当の日本語専任は含まれておらず，最近２－
３年の間にも日本関連学科で相当数の教授を充
足させたので，これらを含めるとほとんど500
余名に達するであろう。また非常勤講師の数は
正確に知ることが出来ないが，概ね2,000余名
程度と推定され，これらは主に教養日本語を担
当している。職級別に見ると98年現在専任講師
117名，助教授110名，副教授93名，教授93名，
その他30名となっており12)，主に最近任用され
た教授が多いことを知ることが出来る。しかし
ながら前回の1993年度第３次調査では専任教員
が297名13)に過ぎなかった点と比較するならほ
とんど倍近い専任教員が増加したことを語って
くれる。
一方大学院は学部よりはるかに速い速度の量
的膨張を見せてくれている。初めて日本関連学
科が開設されたのは1973年韓国外国語大学大学
院の日本語学科である。80年代にも大きな変化
を見せなかったが，90年代に入ってから文教部
（訳註．現在の文化人的資源部。日本の文部科
学省に相当）が大学院を積極的に育成するに伴
い大学院の定員が大幅に増加する。1993年まで
大学院に日本関連学科が設置された事情は一般
大学院修士課程が18校，教育大学院が17校であ
り，とりわけ博士課程はやっと３校に過ぎなか
った。
ところが10年も経たない2000年１月には一般
大学院35校で，その内博士課程設置校だけでも
21校と７倍にも大幅増加したことが分かる。あ
わせて教育大学院は31校，通・翻訳等の特殊大
学院も５校に達する14)。
上に述べたように大学院に設置された日本関
連学科の数は，ほとんど70余校に達しているが，
更にたった一つの大学に三つの日本関連学科が
設置されたりもした15)。このような場合を除外
しても学部に日本関連学科を設置した大学のほ
とんど半数ほどが大学院にも関連学科を設置し
ていることが分かる。またこれらの大学院に在
学中の学生数も数千人に達するであろう。この
ような研究人力が養成されることで90年代以後
日本を研究する専門人力が大幅に増加するに至
った。
以上日本関連学科の変化を年度別に調べてみた。
長い空白期間を経て日本研究が70年代以後本格
化したが90年代まで主に語文学を中心にした研
究が主流をなしていたことが分かる。次に90年
代以後語文学中心の日本研究から抜け出て地域
学としての日本学科が登場してくるようになっ
た背景とその内容を見てみることにする。
２）地域学中心の日本学科
前掲の表１で説明したように，日本関連学科
は日本語や日本文学を教える日本語学科や日語
日文学科が大部分であったが，90年代に入って
からその様相が大きく変化していることが分か
る。すなわち80年代までは日語日文学科を含め
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11) 『韓国の日本語教育の実態』 韓国日語日文学会，
1999年表７引用。その他の教授の内容は兼任教授，
客員教授，招聘教授等多様な形態の教授を総称す
る。
12) 韓国日語日文学会 『韓国の日本語教育の実態』
1999年参照。
13) 韓国日語日文学会 『韓国の日本語教育の実態』
1993年参照。
14) 李美愛「韓国における日本関連研究機関現況－
日本関連学会および大学付設研究所を中心に－」
『日本語文学』第19集，2002年８月。
15) 啓明大学の場合，一般大学院の日本学科，教育
大学院の日語教育学科, 国際学大学院の日本語通・
翻訳科がある。ここに在学している学生数だけで
も100名を超える。
表３ 日本関連教員職級別現況
職 級 ４年制 ２年制 高校教師
専任講師 117 51
助 教 授 110 52
副 教 授 93 30
教 授 93 15
そ の 他 30 20
合 計 443 168 1139
てもわずか四つに過ぎなかった日本学科が90年
代に入ってから大幅に新設されたという点であ
る。日本学科は既存の日本語学科や日語日文学
科とは異なり語学を基盤として日本の政治と経
済，社会と歴史，文化等を教えている。所謂
「地域学」という構成を前提にする新しい概念
の学問が90年代に登場し始めたのである。
この点が示唆するところは大きい。日本学研
究が今や語文学中心から地域学に変化している
ということを語ってくれる。その過程をもう少
し見てみると76年啓明大学において全国で初め
て日本学科が作られてからほとんど15年しか経
っていない1991年翰林大が日本学科を作り，続
いて93年培材大，96年大眞大等に続きソウルで
は初めて崇実大学が日本学科を開設した。以後
約20余の日本学科が出来て名実の伴った日本地
域研究の基礎が備わった。日本学科の設置を見
ると地方でまず出来て次第にソウルに拡大して
いく傾向を見せている。とりわけ江原道には日
本学科が三つもあり大学の数に比べると大変多
いほうであると言える16)。
上のように90年代には次第に日本学科が新設
されて地域学中心に進むようになった背景には
いろいろあるであろうが，何より韓国社会の変
化過程と無関係ではない。これは従来単純に敬
遠することで終わっていた日本そのものをもう
少し客観的に理解しようとする動きと解釈でき
る。ただ日本語だけ勉強して日本人と意思疎通
さえ出来ればよいという式から抜け出て感情的
な対応を自制して，日本人と日本という国家を
もう少し客観的に見ようという試みである。そ
のような点において韓国社会がより一層成熟し
たことを語ってくれるものと見ることが出来
る17)。もちろんここには日本を研究する研究者
の増加とともに一方的な語文学中心の研究に対
する反発も作用している。語文学を研究すると
必然的にその歴史的背景や社会的現状を知らな
ければならないということを徐々に認識したた
めである。
一方徐々に地域学中心に進まざるを得なくな
った外部的な背景は教育部が強力に推進してい
る需要者中心の学部制も大きな役割を果たした。
すなわちⅠ学年のとき学部単位で学生を選抜し
２学年のとき専攻を選択するようになるや人気
学科である日本関連学科は学生数があふれる様
になった。
同時に選択した専攻から最小限の単位（36単
位）だけ履修すれば卒業が可能にした。こうな
ると学生たちは今まで学科が開設した理論中心
の語学や古典文学等の科目（日本語学，音韻論，
文語文法，意味論，文章論，古典文学購読，文
学特講）を避けることになり，より現実的な科
目を開設してくれるよう要求するに至った。し
たがって語学科目は生活日語，時事日語，日本
事情，貿易日語等いわゆる実用科目がかなり増
えるようになった。教養課程においても教養日
本語の他に日本の言語と文化，日本の社会と文
化，等の講座が開設され多くの学生が日本語と
ともに日本文化を幅広く学んでいる。もちろん
地域学概念の日本学科では日本学概論，日本の
政治，日本経済論，日本思想史，日本の社会,
日本の歴史等の多様な科目が開設されている。
とりわけ最近，３次にわたってなされた日本
大衆文化の開放は学生たちに一層日本文化や歴
史等に興味を持たさせた。したがって日本の大
衆文化や日本の漫画等，日本文化を取り扱う教
科目も続々登場するようになり，これらの講座
には数百名が押し寄せている。
韓国における日本関連学会の現況を見てみて
も地域学研究が次第に盛んになっていることが
分かる。即ち表で分かるように18)70年代にはわ
ずか四つの学会が，80年代にも三つの学会が創
設されたが，90年代に入ると，その数が無慮14
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16) 日本学科の地域別分布を見ると2000年現在首都
圏のソウル・京畿・仁川に10，忠清道に２，江原
道に３，嶺南地方（訳注：慶尚南北道を意味する｡）
に３，全羅道に１，済州島に１ある。全羅道地方
が少ないということが分かる。
17）朴秀哲「韓国日本学の現況」『韓国の日本研究：
2001年』ソウル大学国際地域院日本資料センター，
2001年。
18) 李美愛「韓国における日本関連研究機関の現況
－日本関連学会および大学付設研究所を中心に」
『日本語文学』第19集，2002年８月。上記論文で
整理された表を引用したもの。
に達する。全体22学会のうち半分以上が90年代
に作られた。
これは勿論80年代に日本に渡った多数の留学
生が90年代に続々帰国した理由もあるが，政府
の大学院育成策に力を得て国内大学院の日本関
連学科の設立増加と国内大学院を卒業した卒業
生の増加等によって速い速度で日本関連研究者
が増えたためである19)。
一方で90年代に設立された学会の傾向を見る
と相変わらず日本語文学関連の学会が主流を成
しているが，日本地域学関連の学会も徐々に設
立されているということが見て取れる。例えば
韓日関係史学会は日本と韓国の政治，経済，歴
史等の関係史を中心に論文を載せており，日本
歴史学会は当然全般的な日本の歴史関連論文を
掲載している。また，韓国日本思想史学会は日
本の思想に対する論文を取扱っており，韓国日
本学協会は主に日本学全般にわたる研究者が集
まり日本学を学生にどのように教えるべきかを
討論し，ここに相応しい教材を執筆している。
また韓国翻訳学会とか，韓国日本語教育学会等，
より専門的な学会が設立されるに至った。従っ
て90年代に入ると日本関連研究者の多様性に合
わせて学会も非常に専門的に分化され設立され
ていることが分かる。これまた日本学研究が一
段階レベルアップしたものであると見ても良い
であろう。そして語文学中心の学会にも大部分
日本学分野を置いているのを見ると地域学とし
ての日本学研究が徐々に本格化しているようで
ある。
しかしながら日本学科の教授専攻別分布図を
調査した表５20)を見ると日本学科の前途が平坦
であるとばかりは限らないことが見て取れる。
100余名の教授中, 語文学専攻者が45名と，ほ
とんど半数を占めている。これは未だ日本学科
とは言え，人的構成においてから，まともに自
立できていないことを示している。したがって
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19) 権赫建「韓国における日本文学研究の現状」
『日本学年報』第６集，日本研究学会，1994年。
表４ 韓国における日本関連学会
年 代 1970 1980 1990 2000
学
会
名
韓国日本学会（73） 韓国日本語教育学会（84） 大韓日語日文学会（91） 韓日民族
韓国日語日文学会（78） 日本研究学会（87） 韓日関係史学会（92） 問題学会
現代日本学会（78） 韓国高校日本語研究会（89） 漢陽日本学会（93）
韓日法学会（79） 日本史学会（94）
日本語文学会（95）
韓国日本語文学会（95）
韓国日本文化学会（96）
韓日日語日文学会（96）
韓国日本思想史学会（97）
韓国翻訳学会（99）
韓国日本近代学会（99）
韓国日本語学会（99）
韓国日本学協会（99）
韓国日語教育学会（99）
計 4 3 14 1
総 計 22
20) 朴秀哲「韓国の日本学科の現況」『韓国の日本
研究：2001年』ソウル大学国際地域院日本資料セ
ンター，2001年掲載の表３と４を整理して，2002
年に任用された者も含めた。
教科目も自ずと語学や文学が中心にならざるを
得ず，他の地域学は少数に過ぎない21)。このよ
うな点は徐々に改善して行かなければならない
であろう。
しかし，このような問題点にもかかわらず今
後地域学としての日本学が一層発展するであろ
うことは誰も否定できないであろう。韓国日語
日文学会が調査した４年制大学日本語学習者の
学習目的を順に列挙すると次のとおりである。
１）日本文化（芸術，文学，言語，歴史，生活）
に関する知識の習得
２）受験（大学，大学院，資格試験，その他の
試験）準備
３）日本の政治，経済，社会に関する知識習得
４）日本に留学するため
５）日本語によるコミュニケーションをするた
め
上記のアンケート結果を見ると日本語による
コミュニケーションをするための目的が最も下
位にあり，日本文化に関する知識習得が最も上
位にあるということが分かる22)。
これは前述したとおり韓国人が日本を語学的
な側面でのみ見ようというのではなく，日本を
幅広く理解するためには日本の歴史や文化を知
らなければならないという方向で認識しており，
そのような側面で日本文化をもう少し積極的に
勉強しようという傾向があることが分かる。こ
れは両国のためにも望ましいことであると思わ
れる。既存の日語日文学科も語文学で構成され
た教授陣のために直ちに日本学科に転換できず
折衷型の日語日本学科に変える学校も増えてい
る。そして学科名を変えることはできずとも教
科課程に日本地域学の比重を増やしており，日
本の歴史や日本文化を専攻した研究者を１名程
度補充して，その科目を担当するようにしてい
る。
もちろん日本語も実生活に役立つ生活日本語
に変えて行っているのは言うまでもない。
また，好ましいことは現在の保守的な史学科
でも日本史概説が普遍化しており，日本史専攻
者を採用しているという点である。史学科の人
的構成は韓国史，東洋史，西洋史と順に分けら
れており，東洋史といえば中国史専攻者がほと
んど大部分を占めて日本史専攻者が入っていく
余地が無かった。
これが最近少しずつ変化の兆しを見せて，東
洋史の定員に日本史の専攻者が正式に採用され
るようになった。例えば歴史学が伝統的に強い
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21) 朴秀哲が調査した表によると，日本学科で開設
された教科目が約700余に至り，内容を見ると日
本語344，文学60，歴史56，経済51，政治38，文
化37，社会28， 思想14の順になっている。その
他どの分野の専攻者も教えることが出来る日本学
44，その他45である。朴秀哲前掲論文表７参照。
22) ｢韓国の日本語教育の実態」韓国日語日文学会，
1999年設問調査引用。一方２年制大学と高等学生
の学習目的も参考に提示すると次のとおりである。
２年制大学日本語学習者の学習目的
１) 将来の就業のため
２) 日本文化に関する知識習得
３) 今している仕事に日本語が必要なので
４) 授業（大学，大学院，資格試験）準備
５) 日本語によるコミュニケーションをしようと
思って
６) 日本に留学するため
高等学校日本語学習者の学習目的
１) 日本文化に関する知識習得
２) 日本語によるコミュニケーションが出来るよ
うにしようと思って
３) 国際理解，異文化理解の一環として
４) 日本語そのものに興味を感じて
５) 将来の就業のため
表５ 日本学科の教授専攻別分布および職級別分布
区 分 人員 区 分 人員
語 学 25 教 授 14
文 学 20 副 教 授 26
歴 史 14 助 教 授 34
政 治 8 専任講師 24
経 済 10 そ の 他 2
社 会 5
文 化 9
合 計 98
その他 7
合 計 98
高麗大と西江大等ですでに日本史専攻者を採用
しており，ほとんど日本史の不毛地と変らない
湖南地域の全南大史学科が日本史専攻者を採用
した。全羅道地域の史学科では，これが唯一無
二であり，これを橋頭堡として次第に史学科に
も日本史専攻者が採用されるものと見受けられ
る。
上記のように90年代に入ってから地域学を研
究する日本学科が多く新設されているが日本学
科がより確固として存在するためには，いくつ
か克服しなければならない課題がある23)。
第一に，1990年代以後話題になってきた地域
学の定立と関連して日本学科の実体を確立する
必要がある。過度の学問の細分化を批判する過
程で表れた地域学が果たして独自の学問領域を
構築し得るのか，言語，社会，歴史分野を中心
に単純に羅列したものではないのか，総合学問
を志向していくにおいて日本学科の学問領域を
どのように設定しなければならないのか等，今
後深く討議されなければ問題が山積している。
第二に，既存の日語日文学科と区別される日
本学科だけの特色を提示する必要がある。単純
に日本語という言語のみを駆使するのではなく，
日本社会の歴史，文化的背景の理解までも念頭
に置いた教育が実施されなければならないのは
言うまでもない。しかし，日本学科もやはり現
実的には語学を中心にする点で既存の日語日文
学科とさほど相違点が無い。日本学科だけの固
有な特色が果たして何であるのかを研究しなけ
ればならない。それとともに日本学科の学問的
な定立方向と関連して，それに相応しい討論の
場を準備する必要があるであろう。
上のような課題は，現在日本学科に在職して
いる教授たちは大部分認めており，代案を研究
しているところである。特に地域学研究学科が
設置されてから，既に20余年が過ぎた啓明大学
校国際学部は学際間の教材開発，チームテイー
チングを通じた講義等を整理し来年から授業に
積極的に活用する計画である。このような教材
と授業が実を結ぶなら韓国における日本地域学
研究は一層発展し得るであろう。また，日本学
科の学問的な定立方向を研究する集まりである
日本学教育協議会は定期的な集まりを通して，
掘り下げた論議を進めており，延いては日本学
科に合う教材も２年にわたる検討の末『日本の
理解』を発行した。この教材は著者だけでも20
余名に達する。日本学概論書として良い道案内
になる教材と思われ，今後このような活動が一
層活発になり，より良い教材が出てくるものと
確信する。
3. 日本学以外の日本関連研究の成果と現況
日本学分野で講義している，もう一つの分類
は先ほど述べたように日本関連学科を卒業せず，
学部で政治学科や経済もしくは経営学科あるい
は社会学科や歴史学科を卒業して大学院を日本
でした場合である。これらの数はさほど多くは
ないが，これらは70年代半ば以後日本に渡って
行き，留学を終えた後帰国して大学で教えてい
る。これらの影響で上の学科を卒業した学生た
ちが現在日本に多数留学している。特に最近は
主に歴史学と社会学の分野で多くの留学生が勉
強している。これらの分野について簡単にその
実像を紹介して未来を展望してみることにする。
１）日本政治学分野
戦後韓国政治学において日本研究は前述のと
おり植民地経験に由来する韓国人の日本に対す
る警戒心と拒否感，そして日本の消極的な過去
の歴史処理等で発展が遅れた。したがって，日
本を本格的な研究の対象とみなし始めたのは，
1970年代に入ってからであるということができ
る。現在まで日本政治研究者が博士号を取得し
た年度を表６24)で見ると1945～1970は約３名に
過ぎなかった研究者数が毎年確実に増加してい
る点をみることが出来る。即ち70年代に15名，
80年代に16名，90年代には47名に大幅に増加し
ている。とりわけ80年代後半から90年代に半分
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23) 朴秀哲「韓国日本学科の現況」『韓国の日本研
究：2001年』ソウル大学国際地域院日本資料セン
ター，2001年。
24) キム ユヒャン「韓国の日本研究の動向と展望
－政治学分野」『韓国の日本研究』ソウル大国際
地域院資料室，1999年の表１引用。
以上の研究者が排出されたという点である。こ
れはやはり戦後世代が80年代以後日本をより客
観的に理解しようとする次元で日本研究がなさ
れた結果であると言えよう。またこのような研
究者数の急増が意味するのは，量的増加ととも
に現在韓国の日本政治研究も新たな次元を迎え
ているという点である。それはこの時期に至っ
て日本を科学的に研究するための方法論的な質
的飛躍を模索する時期に入ったことを意味する。
とりわけ，この時期には研究領域面で多数の専
門家が各々多様な分野を包括する「研究領域の
多様化」がなされた。これはこのような研究領
域の多様化に基づき総合的な日本に対する理解
が可能になったことを意味する25)。
また，表６で注目すべき点は日本に留学して
日本の政治を専攻した研究者よりアメリカや韓
国で日本の政治を専攻した研究者が３分の２を
占めているという点である。これは他の学問も
同じであるが社会科学は，やはりアメリカで勉
強して初めて学問的に認められ得るという韓国
的な風土に起因するものであると言えよう。し
たがって大部分の留学生はアメリカで理論的な
ものを勉強してから一定期間日本の現地経験を
積む過程を経ている。
上記のように韓国の日本政治研究は80年代後
半に入ってから研究者数の量的膨脹とともに研
究分野の多様化と具体化が目に付く。日本国内
外政治経済，地域研究等が研究されており，産
業政策に対する研究も具体的分野別に研究が深
まって行っている。
しかしながら韓国政治学における日本研究が
もう一段階発展するためには，このような研究
底辺の拡散と，これに基づく研究領域の多様化
が単純な多様化に止まらず綜合と多様化の相互
作用の過程を通じて新たな日本研究方法論にま
で発展しなければならない。これと関連して主
に30～40代の日本政治研究者約30名が定期的に
集まり日本政治経済関連の主要書籍を読みなが
ら討論して，問題意識および研究方法等を討論
する集まりを持っている。このような集まりを
通じて日本政治研究が一段階成熟するであろう
と期待してみる。
２）日本経済経営学分野
韓国における日本経済経営の研究も他の分野
同様相当期間中断されざるを得なかった。
ところが国交正常化以後日本の経済開発をモ
デルとしたため韓国経済が日本経済に追いつく
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25) キム ユヒャン「韓国の日本研究の動向と展望
－政治学分野」『韓国の日本研究』ソウル大国際
地域院資料室，1999年。以下の内容も上の論文を
主に引用した。
表６ 時期別／国家別博士号取得現況
年度／国 日 本 アメリカ 韓 国 その他 合 計
45年―65年 1 1
65年―70年 1 1 2
71年―75年 3 2 2 7
76年―80年 2 5 1 8
81年―85年 3 1 4
86年―90年 4 5 1 2 12
91年―95年 13 6 7 3 29
96年―現在 4 7 7 18
その他（学位取得年度不明） 3 4 1 8
合 計 30 33 21 5 89
ためにはどのような政策が必要であるかという
点に集中せざるを得なかった。
まず他の分野と同様経済経営分野でも日本研
究者の学位取得国と年代および取得年度等を調
べることで日本研究の流れを見てみることにす
る。
上の表７26)で，分析対象総55名中，博士学位
未取得者２名を除いた53名の学位取得者を見る
と，日本で学位を取得した研究者が32名と60％
近くを占めている。先の政治学分野でアメリカ
の博士号が主流をなしていたのとは対照的であ
る。
これは日本の経済経営を勉強するためには直
接日本で勉強するのがはるかに有利だという点
が作用したのであろう。そして意外に80年代以
後韓国で学位を取得した研究者も多くなった。
これは国内大学院教育の質的向上と研究者の量
的増加がなされて研究テーマの多様化と研究成
果の拡大に伴うものである。このように経済経
営分野で日本の学位者が多くなることで日本研
究がより地域研究のフレームを整えて行くこと
を意味するものであると言い得る。
表７の年齢別分布でもこれを確認できる。日
本の学位取得者を出生年代別に見ると30年代生
が２名，40年代生が８名であるのに反し50年代
生が16名で主に50年代に生まれた40代が主軸を
なしている。学位取得年度もほとんど90年代に
集中している。これは結局50年代生の40代が80
年代中盤以後日本に留学して90年代に学位を取
得したことを示しているのである。
初期には論文内容も韓日比較や韓日関係論等
が多かったが，90年代以後40代の研究者は韓国
と切り離して日本を一つの独立した研究対象と
みなして多様なテーマで研究している。
しかしながら，このような研究を持続してい
くためには国内の日本学教育機関の充実が必要
であり，とりわけ日本の資料を迅速に入手し得
る資料センターの設立が急務であると言えよう。
３）日本歴史学分野
韓国における日本史研究は韓日間の歴史的関
係と政治的状況等で最も大きい制約を受けてき
た。したがって日本史研究はほとんどタブー視
されていたし，当然学問的蓄積はなされなかっ
た。以後ある程度の研究成果は1970年代に入っ
てからである。歴史学分野でも研究者の学位取
得年度と取得地等を調べることで日本研究の流
れを見てみることにする。
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26) 権赫泰「韓国の日本研究の動向と展望－経済経
営分野－」『韓国の日本研究』ソウル大国際地域
院資料室，1999年の表１引用。以下本文も上の論
文を大部分引用した。
表７ 日本研究者の学位取得地別年令および学位取得年分布
出 生 年
分 類 日 本 韓 国 アメリカ 合 計
30年代出生 2 3 0 5
40年代出生 8 3 2 13
50年代出生 16 5 3 24
60年代出生 5 4 0 9
不 明 1 0 1 2
学位取得年度
70年代／以前 1 0 2 3
80年代 9 7 1 17
90年代 21 8 1 30
不 明 1 1 1 3
合 計 32 16 5 53
表８27)で分かるように80年代初めまでだけで
も日本史研究者はごく少数に過ぎなかった。
ところが80年代後半に多少増加して90年代に
入ってから急増している。これまた前の経済経
営学分野と同様，植民地時代を経験していない
40代が80年代半ば以後本格的に日本に留学して
90年代に学位を取得して帰国した状況を物語っ
ている。一方80年代初めに日本の教科書歪曲事
件で韓国社会に大きな波紋を引き起こしたが，
これがむしろ日本の歴史や社会をより客観的に
探求しようとする契機になりもした。
また80年代に学位取得国家やはり日本が圧倒
的に多く，全体41名中31名にもなる。これまた
日本の歴史は日本でより体系的に勉強しなけれ
ばならないという意識とともに日本を留学対象
国にすることに対する心理的抵抗感がほとんど
消えるようになったことと関係があるであろう。
しかしまだ日本史研究は始まりに過ぎないと
いい得る。研究者の時代別数も足りず，研究テ
ーマを見ても未だに韓日関係史が主流をなして
いる28)。特に韓国と日本が密接な関係がある古
代と近代史の部分に研究者が集中しており，日
本をより根本的に理解し得る中世研究者はたっ
た３名に過ぎない実情である。今後日本史その
ものに対する研究がより活発になされなければ
ならないであろう。
しかし最近日本の社会経済史的あるいは思想
史的研究が増えていることは，かなり励みにな
る現象であるといわざるを得ない。
韓国における日本史研究は前述のとおり始ま
りに過ぎないが，若い研究者を中心に共同研究
が活発になされており，学会等を通じて時代別
に共有し得る共同テーマを開発して討論してい
る。それとともに韓国の日本史研究は学際的接
近方法を積極的に受け入れる必要がある。今日
韓国では外国を包括的に理解するための地域学
もしくは地域研究的方法が新たに提示されてい
る。今までの接近方法が学問分野別に過度に細
分化されて来たことに対する批判とともに学際
的接近の効用を認識した結果でもある。前述の
とおり日本学科のような地域学科で最近の隣接
学問の多様な研究成果を受容する新たな日本史
教材の開発と斬新な教育方法を要求されている
のが現実である。日本史研究が学際的，地域学
的接近方法に土台を置いた日本研究で主導的役
割を遂行することを期待したい。
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27) 南基鶴「韓国の日本研究の動向と展望－歴史学
分野－」『韓国の日本研究』ソウル大学国際地域
院資料室，1999年の表１に99年以後学位取得者を
付け加えた。以下本文も上の論文を大部分引用し
たことを明らかにしておく。
28) 日本史関連論文を時代別に整理した呂博東「韓
国における日本史研究」『日本学年報』２，日本
研究会，1989年，李炳魯「韓国歴史学における日
本史研究の動向－主に’８・90年代を中心に－」
『日本学年報』９，日本研究学会，2000年等を参
照。
表８ 時期／国別博士学位取得現況
年度／国 韓 国 日 本 アメリカ
その他（身
取得不明）
合 計
45年―65年 0 0 0 1 1
66年―75年 0 0 0 0 0
76年―80年 0 1 1 0 2
81年―85年 0 2 1 0 3
86年―90年 3 4 0 0 7
91年―95年 3 14 2 0 19
96年―現在 1 10 0 0 11
合 計 7 31 4 1 43
４）日本の社会学分野
解放以来日本社会に対する研究は日本の政治
や経済分野の研究に比べかなり低い方であった。
そのもっとも大きい理由は前述のとおり韓国内
の社会的雰囲気が日本研究をできないようにし
ていたのであろうが，特に社会分野は政治経済
的要求に比べ相対的に実用性が落ちると言う認
識が先立ち他の分野に比べても遅れることにな
った。前述の他の分野と同様ここでも日本の社
会学分野の学位取得者と取得年度を調べること
で日本社会学の研究の流れを理解しようと思う。
表９29)を通じて大まかに二つを指摘できるで
あろう。他の分野に比べ日本社会研究がかなり
遅く始められ，研究者の数も少数に過ぎないと
いう事実である。これは前にも述べたように実
用的な面で落ちると言う認識に由来し，日本社
会研究を度外視したためと思われる。70年代に
韓国とアメリカで学位を取得した研究者も日本
社会が主専攻ではなく関心分野の一つとして日
本関連研究をしただけである。そうして見ると
80年まで日本社会を本格的に研究する研究者が
１名もいなかったということになる。それほど
日本社会を知ろうとする努力が不足していたと
いうことを語ってくれる。表９で分かるように
90年代後半に本格的な日本社会研究者が現れて
いると言うことは他の分野に比べほとんど10年
程遅れていることを見せていると言えよう。上
の表でもう一つの特徴は日本社会研究もアメリ
カで学位取得した例がかなりあると言う事実で
ある。これはアメリカで社会学の理論的なフレ
ームワークを勉強した後日本に現場研究に行く
例である。また日本社会研究のテーマを見ると，
90年代以前までは主に日本文化論的接近や日本
発展の秘訣を探すためのものであった。そうし
ていて90年代以後本格的な日本社会研究者が登
場して関心分野は次第に広がっている。例えば
社会開発，少数者，階層，市民運動等と次第に
拡大している趨勢である。
しかし，未だ日本社会研究は初歩段階に過ぎ
ず今後より多くの研究者を輩出する必要がある
ものと思われる。なぜなら日本の文化開放等で
日本社会をより客観的に知ろうとする努力が継
続されており，大学でも次第に日本社会や日本
文化専攻者を任用しているためである。したが
って日本社会および文化専攻者の将来は他の分
野に比べかなり明るいと言えよう。
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29) イー ジヨン「日本社会研究の動向」『韓国の日
本研究』ソウル大国際地域院資料室，2000年の表
２を引用。以下内容も上記論文から大部分引用し
た。
表９ 時期別国別研究者博士号学位取得現況
年度／国 日 本 アメリカ 韓 国 その他 合 計
45年―70年 0 0 0 0 0
71年―75年 0 1 1 0 2
76年―80年 0 0 0 0 0
81年―85年 1 2 0 0 3
86年―90年 2 2 0 0 4
91年―95年 3 0 0 0 3
96年―99年 5 1 1 0 7
その他（学位取得年不明） 2 1 0 0 3
学位未取得 3 0 0 0 3
合 計 16 7 2 0 25
４．結 論
以上韓国における日本研究現況を主に日本関
連学科の変化を中心にして調べてみたが，要約
すると以下のようである。
第一に，韓国における日本研究は「不幸な過
去」問題で解放後ほとんど20余年間の永い空白
期間を経ざるを得なかった。ところが65年国交
は樹立されたが，本格的な研究は70年代に入っ
てから始まったが，分野別に相当な違いを見せ
ている。日本の政治や経済経営分野は実用的な
側面から70年代以後本格的に始まったが，日本
の歴史と日本社会の研究は実用性が落ちるとい
う認識からか，はるかに遅れた。しかし，日本
の歴史は教科書歪曲事件で80年代初に関心を持
つようになったが，日本社会は更に遅れて90年
代に入ってから研究が本格化された。
第二に日本関連学科の変化を見ると，初期に
は日本語や日本文学を専攻する語文学中心の学
科が主流をなした。しかし，90年代以後になる
と，地域学研究のブームとともに日本をより客
観的に理解しようとする動きが起こり，日本の
歴史や文化等を勉強する日本学科が沢山新設さ
れた。未だ研究方法や内容が不十分ではあるが，
これは日本学研究が一段階成熟したことを示し
ている。したがって今後の課題は地域学として
の日本学をどのようにうまく運営していくのか
に掛かっている。日本学とは地域を研究する研
究者が学際的な研究を通じてどれくらい日本を
上手に叙述して行けるのか，それとともに活発
な共同研究等を通じて日本をいかに理解して学
生に教えるべきか等が主要課題と言えよう。
第三に，日本の文化開放等の影響で日本の社
会や文化を知りたがる若者が増えるようになっ
た。したがって韓国でも今後は日本社会や文化
を専攻した研究者の需要が一層増加することに
なった点である。21世紀に入って両国の文化交
流が増えれば増えるほど，このような研究者は
一層増えるものと思われる。
第四に，日本政府や学界も韓国における日本
学研究の流れを良く把握して，今までの語文学
中心の留学政策から抜け出て日本の政治や経済，
そして社会や歴史等を専攻する留学生を積極的
に支援するプログラムを開発しなければならな
いであろう。特に最近の日本の歴史や社会，あ
るいは文化に関心を持つ韓国人が増えていると
いう事実を重視し，この分野により重点的な投
資をしなければならないものと思われる。同時
に日本語研究者ばかり招請して研修を行うので
はなく日本地域を研究する研究者を招請し，彼
らに日本地域学の最新情報と映像ソフト等を開
発して提供すべきであろう。結局日本を世界に
知らせることが出来るのは日本的なものであり，
それは日本文化であると考える。特に日本側は
現在の若者たちがコンピューターを初めとする
映像ソフトに慣れている点を考慮して日本の歴
史や文化，もしくは社会等を紹介した映像ソフ
トを積極的に授業に活用できるよう開発し外国
の日本研究者に提供してくれることを望むもの
である。
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